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放射線障害防止法施行規則の改正等について

貴事業所におかれましては､日頃より放射線利用における安全確保にご尽力いただいていること

と存じます｡

放射性同位元素及びこれに係る廃棄物に関しては､以前より厳格な取扱いが求められていると

ころですが､昨年5月には､放射性同位元素の使用の廃止の際に､すべての放射性廃棄物を廃

棄していなかったにもかかわらず､すべての放射性廃棄物の廃棄を完了したという虚偽の報告を

行った事業者がいたことが判明し､刑事告発､行政代執行にまで及んだ事件が発生しました｡この

ような状況を踏まえ､放射性同位元素等(放射性同位元素又は放射性同位元素によって汚染され

た物)をより厳格に管理するため､帳簿の記載項目及び放射線管理状況報告書の様式について

改訂を行うとともに､廃止時に講じなければならない措置及び廃止措置報告書等の様式について

見直しを行いました｡

また､安全保障に関する国際的な関心の高まりを受け､国際原子力機関(IAEA)は､核燃料物

質のみならず放射性同位元素についてもテロに利用される可能性があるとして､人の健康に重大

な影響を及ぼすおそれのある放射性同位元素の移転の把握を目的とした放射線源登録制度の確

立を各国に求めております｡これを受けて､我が国においても当該制度を開始し､対象となる放射

性同位元素の移転が行われた際には､その旨の報告を求めることとなりました｡

さらに､表示付認証機器に係る手続及び合併･分割に係る手続を合理化するため､関連様式を

改訂する他､様式全般にわたって用語の見直し等を行いました｡

これらの改正の主要点を下記の別添資料にまとめましたので､御理解の上､速やかに必要な措

置を取り､改正法令施行後も放射性同位元素等の安全管理に引き続き万全を期すようお願いしま

す｡

別添1 放射線障害防止法施行規則の改正の主要点について

別添2 放射線障害予防規程の作成等の留意点について

別添3 帳簿等の記載に関するガイドラインの概要

別添4 原子力･放射線の安全確保ホームページのリニューアルのお知らせ



上記の別添1-4並びに改正を行いました法令の新旧対照表等につきましては､以下のホームペ

ージの｢新着情報｣に掲載しておりますので､ご覧ください｡

原子力･放射線の安全確保のホームページ

URL:http://www.next.go.jp/a_menu/anzenkakuho/index.html

また､帳簿等の記載に関するガイドラインにつきましては､現在､パブリックコメントの取りまとめを

行っています｡取りまとめが終了次第､上記のホームページにおいて公表いたします｡なお､パブ

リックコメントの画面より､ガイドライン案を確認することができます｡上記のホームページの新着情

報にリンクを掲載していますので､適宜ご参照下さい｡

〔問い合わせ先〕

文部科学省 科学技術･学術政策局

原子力安全課 放射線規制室

03-6734-4044 ※なお､ご連絡は9:30から18:00までにお願いします｡



別添1

放射線障害防止法施行規則の改正の主要点について

放射線障害防止法施行規則の改正の主要点を概観します｡

Ⅰ.記帳 ･放射線管理状況報告書関係

【第24条第1項関係】

以下の項目が追加･修正されました｡

く許可届出使用者･許可廃棄業者〉

･｢受入れ又は払出しの相手先｣に係る項目の追加

く届出販売業者･届出賃貸業者〉

･用語の整理に伴う記帳項目の修正

･｢保管の委託の年月日｣の項目の追加

･｢廃棄の委託｣に係る項目の追加
くその他共通事項〉

･｢運搬｣に係る項目の表記の修正

《施行日 平成22年4月1日》

【第24条第2項関係】 《施行日 平成21年11月1日》

･第24条第1項の帳簿を毎年3月31日又は廃止日等において閉鎖することとなりました｡

【様式第50関係】 《施行日 平成23年4月1日》

･記帳項目の修正及び放射性同位元素等の管理の厳格化に伴い､放射線管理状況報告書の様式

が改訂されました｡

Ⅱ.廃止措置関係 《施行日 平成21年11月1日》※
※施行日においてすでに廃止措置を講じている者については､従前の規則に従って下さい｡

【第20条､第22条及び第26条第1項関係】

く記録の引渡し関係〉

･廃止する事業所等に係る健康診断及び被ばく測定の記録について､当該事業所等の廃止後､事

業者が別の事業所等において許可等の地位を有する場合には､引き続き当該事業者が当該記録

を保存､管理することが可能になりました｡

【第26条第1項関係】

く廃止措置の規制強化〉

廃止措置中において､以下の義務が新たに追加されました｡

･廃止措置に係る記帳を行うこと

･放射線の量､汚染の状況及び人の被ばくに係る測定を行うこと

･放射線取扱主任者の資格をもつ者等に廃止措置を監督させること

く事業所等を譲渡する場合の廃止措置の緩和〉

･放射線施設及び放射性同位元素等を許可使用者等に一体として譲り渡す場合､当該施設の汚染

を除去せずに譲り渡すことが可能となりました｡

【第26条第3項･第4項関係】

く廃止措置に係る報告〉

･すべての放射性同位元素等を譲り渡し､廃棄し､又は返還し､放射性同位元素による汚染を除去

する措置を適切に行ったことを証明する書類の添付を求める規定が追加されました｡

･廃止等に伴う措置の報告書に係る様式が改訂されました｡(様式第35)
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Ⅲ.放射線源登録制度関係 《施行日 平成23年1月1日》

【第39条第4項･第5項･第6項関係】

･人の健康に重大な影響を及ぼすおそれがある放射性同位元素について､個々の線源を文部科学

省-登録し､製造､輸入､受入れ､払出し､輸出､廃棄等を行ったときにはその旨及び当該放射性

同位元素の内容について､また､年1回当該放射性同位元素の在庫について文部科学省-報告す

る｢放射線源登録制度｣が始まりました｡(様式第51,52,53)

Ⅳ.その他様式の改訂等 《施行日 平成21年11月1日》

【様式第4,34関係】

く表示付認証機器に係る届出〉

･表示付認証機器の使用及び変更の届出について同一の届書による手続が可能となりました｡

･異なる認証番号の機器についても､同一の届書による手続が可能となりました｡

･事業所内で保有するすべての表示付認証機器が廃止となる場合にのみ､廃止に係る届書を提出

することとなりました｡

【様式第27,28,29関係】

く合併･分割に係る申請･届出〉

･同一法人下に複数の事業所等がある場合でも､まとめて申請･届出手続が可能となりました｡

【その他様式全般】

･上記以外の様式についても､連絡員の電話番号等の追加､様式番号ずれ等､全般的に修正され

ていますので､今後は､これらの最新の様式を用いて手続を行ってください｡

･最新の様式については､文部科学省ホームページ内の｢原子力･放射線安全確保｣からダウンロー

ドが可能です｡

(別添4参照)

【水戸原子力事務所長を経由する書類について】

･届出販売業者及び届出賃貸業者の法人住所が茨城県にある場合には､水戸原子力事務所長を

経由して各種手続の書類を提出することを明記しました(現在の運用から変更はありません)｡
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Ⅰ-1 記帳項目について 【第24条第 1項関係】

〔改正の趣旨〕

放射性同位元素等の厳格な管理を行うため､放射性同位元素等の受入先及び払出先等に係る事項

を新たに記帳項目として追加したほか､帳簿に記載する事項を明確化するための表現の修正､届出販売

業者又は届出賃貸業者の記帳に係る用語の整理を行いました｡

〔ポイント〕

1･許可届出使用者､許可廃棄業者の記帳
(1)｢受入れ又は払出しの相手先｣に係る項目の追加 【第1号ロ､第3号口関係】
放射性同位元素(許可廃棄業者にあっては放射性同位元素等)の受入れ又は払出しを行ったと

きは､その相手方の氏名又は名称についても記帳してください｡

2.届出販売業者､届出賃貸業者の記帳

(1)記帳に係る用語の整理 【第2号ィ､ロ関係】

これまでの用語｢仕入れ､取得､販売､賃貸｣について､用語の定義を明確にし､またすべての移

転行為を網羅するため､｢譲受け､譲渡し､販売､賃貸｣に改めました｡(詳しくは〔補足〕参照)

(2)｢保管の委託の年月日｣の項目の追加 【第2号ホ関係】

保管の委託について､委託の｢期間｣を記帳することとなっていますが､委託を開始した年月日に

ついても記帳してください｡

(3)｢廃棄の委託｣に係る項目の追加 【第2号-､ト関係】

以下の項目について､新たに記帳してください｡

･ 廃棄を委託した放射性同位元素等の種類及び数量

･ 放射性同位元素等の廃棄の委託の年月日及び委託先の氏名又は名称

3.その他共通事項

(1)｢運搬｣に係る項目の表現の修正 【第1号ヌ､第2号ハ､第3号-関係】
運搬に係る記帳項目について､以下のとおりであることが明確になるよう､表現を修正しました｡

･ 放射性同位元奉等の運搬の年月日及び方法
･ 荷受人又は荷送人の氏名又は名称

･ 事業者が自ら運搬を行う場合:運搬に従事する者の氏名

･ 運搬を他者に委託する場合:運搬の委託先の氏名又は名称
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Ⅰ-3 放射線管理状況報告書の様式変更について 【様式第50関係】

放射性同位元素等の管理の厳格化等に伴い､放射線管理状況報告書の様式が改訂されました｡

<主な変更点>

①｢期首在庫｣､｢期首における保管委託数量｣の追加

(許可届出使用者､届出販売業者､届出賃貸業者)

1年間の放射性同位元素の動きについて､収支がとれるように改正を行い､すべての放射性同位

元素を管理できているかを確認しやすくしました｡

②放射性同位元素によって汚染された物の記載 (許可届出使用者､許可廃棄業者)

可燃物､不燃物､動物等の許可廃棄業者が示す放射性廃棄物との分類ごとに記載することとし､管

理の実態に即した単位で報告いただくこととしました｡

③用語の修正 (届出販売業者､届出賃貸業者)

｢仕入れ､取得､販売､賃貸｣であった用語区分を､｢譲受け､譲渡し､販売､賃貸｣という用語区分

に改めたことによる修正を行いました｡

放射線管理状況報告書の記載の仕方については､別添2の｢2.放射線管理

状況報告書の作成にあたっての留意点｣及び後日公表される｢帳簿等の記載

に関するガイドライン｣をご参照下さい｡
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Ⅱ- 1 記録の引渡し関係

〔改正の趣旨〕

廃止する事業所等に係る健康轟断及び被ばく測定の記録について､当該事業所等の廃止後､事業

者が別の事業所等において許可等の地位を有する場合には､廃止する事業所等の放射線業務従事者

が存続する事業所等の放射線業務従事者に配置換えされることもあるため､法人単位で被ばく記録の管

理を行えるよう､引き続き許可届出使用者又は許可廃棄業者として記録を保存する場合には､指定機関

に記録を引き渡さなくてもよいこととなりました｡

〔ポイント〕

(1)対象事業者

許可届出使用者､許可廃棄業者

(2)適用可能な場合合

②法人が､ある事業所等に係る使用等を移転のために廃止し､別の事業所等において新たに使用

許可申請や使用の届出手続を行って､引き続き放射性同位元素の使用等を行う場合

(3)注意事項

この規定(第26条第1項第9号ただし書)により､廃止する事業所の記録を引き続き保存する場

合､法人は､廃止した事業所の分の記録についても保存義務を負います(第20条第4項第7号､

第22条第2項第3号)｡また､当該法人がすべての許可届出使用又は許可廃棄業を廃止するとき

は､引き続き保存していた廃止事業所の記録についても､指定機関に引き渡す必要があります｡

･ 上記②の場合については､引き続き許可届出使用者となっている必要がありますので､廃止日を

新規許可日又は届出日以降とし､空白期間がないようにして下さい｡

･ 法人格が変更となる(個人病院が医療法人社団に加入する等)ため､新たな法人名であらかじめ

新規の使用の許可の取得又は届出を行ったうえで旧許可等を廃止することにより使用を続ける場

合については､法人格が変化しており法的に同一の者とみなせないため､この規定を適用すること

はできません｡

Ⅱ-2 廃止措置の規制強化 【第26条第1項第6,7,8号関係】

〔改正の趣旨〕

昨年､放射性同位元素の使用の廃止の際に､すべての放射性同位元素によって汚染された物(以下

単に｢汚染物｣という｡)を処分していなかったにもかかわらず､すべての汚染物を処分したという虚偽の報
告を行った事業者がいたことが判明し､刑事告発､代執行にまで及んだ事件が発生しました｡この事案を

踏まえ､再発を防止すべく､廃止措置中にも放射性同位元素及び汚染物を適切に管理し､またこれらが

確実に処分されたことを確認できるようにするため､廃止措置期間中の放射性同位元素及び汚染物の譲

渡し等について､新たに記帳の義務が課されることとなりました｡

また､廃止措置中において､作業者及び一般公衆の放射線障害を防止するための措置が適切に行わ

れること､また､廃止措置が安全かつ確実に履行されることを担保するために､作業場所及び作業者に

係る測定の義務及び放射線取扱主任者の資格を有する者等による廃止措置の監督義務が新たに課さ

れることとなりました｡
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〔ポイント〕

1.廃止措置中の放射線量の測定義務の追加 【第6号関係】
(1)対象事業者

許可届出使用者､許可廃棄業者

(2)測定項目

①事業所境界等における放射線量及び作業室等における汚染の状況の測定及び記録(第20条
第1項の測定)

②作業者の被ばく線量の測定及び記録(第20条第2項の測定)

③作業者の汚染の状況の測定及び記録(第20条第3項の測定)

測定の項目､方法､場所及び頻度は､基本的に廃止前に行っていた判定と変わりませんO
ただし､①については測定頻度が異なります｡

<①の測定頻度について>

第20条第1項第4項ィ､ロ､ハにおいては､1月又は6月を超えない期間ごととされていますが､廃

止措置期間中においては､汚染を除去する前及び除去した後に測定を行ってください｡

(3)注意事項

作業室等における汚染の状況の測定結果については､廃止措置報告書の添付書類として提出して

いただくこととなります(Ⅱ-4参照)0

2.廃止措置に係る記帳義務の追加 【第7号関係】

(1)対象事業者

許可届出使用者､許可廃棄業者､届出販売業者､届出賃貸業者

(2)記帳項目

①譲り渡した(又は返還した)放射性同位元素及び汚染物の種類､数量､年月日及びその

相手方の氏名又は名称

②廃棄した放射性同位元素及び汚染物の種類､数量､年月日､廃棄の方法及び場所

③放射性同位元素による汚染を除去したときに発生した汚染物の種類及び数量

(3)注意事項

･ 廃止前の帳簿とは分けて､別途､帳簿を作成して下さい｡

この帳簿は､廃止措置報告書の添付書類として提出していただくこととなります(Ⅱ-4参照)｡

具体的な記帳の方法については､後日公表される｢帳簿等の記載に関するガ

イドライン｣をご参照下さい｡

3.放射線取扱主任者の資格をもつ者等による廃止措置の監督 【第8号関係】

(1)対象事業者

許可届出使用者､許可廃棄業者､届出販売業者､届出賃貸業者

(2)内容

廃止措置期間中において廃止措置が安全かつ確実に履行されるようにするため､放射線取扱主

任者の資格をもつ者等に廃止措置を監督させる義務が追加されました｡

(3)監督者の資格について

以下の表のとおり､許可等の区分により､監督者が有するべき放射線取扱主任者免状の区分が

異なります(廃止前と同じ区分)0 【第8号イ関係】
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第1種放射線取扱主任 第2嘩放射線取扱主任 第3種放射線取扱主任

者免状を有する者※ 着免状を有する者※ 者免状を有する者※

特定許可使用者許可使用者(非密封)許可廃棄業者 ○ ･× ×

許可使用者(密封)(特定許可使用者を除く) ○ ○ ×

※革射性同位元素又は放射線発生装置を診療のために用いていた場合は医師又は歯科医師､放射性同位元素又
は放射線発生装置を医薬品､医薬部外品､化粧品又は医療機器の製造所において使用していた場合は薬剤師

でも可

なお､使用者等が死亡･解散し､清算人等が廃止措置を行っている場合等､やむを得ず､放射線

取扱主任者免状を有する者を監督者として置くことができない場合には､上記区分の放射線取扱免

状を有する者と同等以上の知識及び経験を有する者に廃止措置の監督を行わせることができます｡

そのような場合には､廃止措置を行う前に､放射線規制室の審査担当までご相談下さい｡ 【第8号

口関係】

(4)注意事項

廃止措置の監督を行った者の氏名等については､廃止措置報告書に記載いただくこととなります

(Ⅱ-4参照)｡なお､監督者の選任･解任等の手続は特段ありません(放射線取扱主任者やその代

理者の選任･解任の届出を提出していただく必要もありません)｡

Ⅱ-3 事業所等を譲渡する場合の廃止措置の緩和 【第26条第1項第3, 5号関係】

〔改正の趣旨〕

事業譲渡や法人格の変更に伴う廃止など､放射線施設及び放射性同位元素等を丸ごと許可使用者

に譲り渡す場合には､実態としては当該施設において放射性同位元素を使用し続けることとなるため､当

該施設の汚染除去の措置については免除することとしました｡また､上記の場合に限り､汚染物を当該事

業所等の譲渡先の許可使用者に譲り渡せることとしました｡

〔ポイント〕

(1)対象事業所

許可届出使用者の工場又は事業所､許可廃棄業者の廃棄事業所

(2)適用可能な場合

すべての放射性同位元素､汚染物又は放射線発生装置及び放射線施設※全体を､そのままの状

態で譲り渡す場合｡
※放射線施設:使用施設､廃棄物語替施設､貯蔵施設､廃棄物貯蔵施設又は廃棄施設(第1条第8号)

例えば､以下の場合が該当します｡

①法人格が変化する(個人病院が医療法人社団に加入する等)ため､許可使用を一度廃止し､新

規許可を取得して､放射性同位元素又は放射線発生装置の使用を続ける場合

②廃止に係る事業所等の全体を､他の許可使用者又は許可廃棄業者に事業譲渡する場合

(3)注意事項

く共通事項〉

･ 使用等を廃止する事業者は､汚染の除去以外の廃止措置については行わなければなりません｡

また､廃止措置報告書についても提出する必要があります｡､
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く上記(丑の場合〉

新法人において､あらかじめ､旧法人と同様の許可を申請して下さい｡

旧法人が使用等を廃止した日から30日以内に､すべての放射性同位元素､汚染物又は放射線

発生装置及び放射線施設全体を新法人に譲り渡す必要があります｡このとき､新法人は使用等の

許可をすでに取得している必要があります｡

法人名称の変更や､法人の合併･分割に該当する場合には､許可を廃止する必要はありません｡

それぞれ､名称変更又は合併･分割の手続を行って下さい｡

く上記②の場合〉

事業を譲受する許可使用者又は許可廃棄業者は､あらかじめ､譲受に係る放射性同位元素又は

放射線発生装置及び放射線施設についての許可を得ておく必要があります｡(許可申請時には､

事業譲受である旨を放射線規制室の審査担当にお伝え下さい｡)

Ⅱ-4 廃止措置報告書 【第26条第3項､第4項関係】

〔改正の趣旨〕

昨年､虚偽の廃止措置報告を行った事業者がいた事案を踏まえ､再発を防止すべく､廃止措置が適

切に行われたことを証明する書類の添付を求める規定が追加されたとともに､廃止措置報告書の様式が

改訂されました(様式第35)｡

〔ポイント〕

1.廃止措置報告書への添付書類について 【第3項関係】

廃止措置が確実に行われたことを確認するため､報告の際､様式に添付すべき書類を新たに追加し

ました｡提出が必要な書類は､以下に掲げる書類の写しです｡

く許可届出使用者､許可廃棄業者二届出販売業者､届出賃貸業者〉

①所有していた放射性同位元素及び汚染物を､他者に譲り渡し､廃棄し､又は返還した際に受け取

った受領書(第1号関係)

②事業所等の汚染を除去する前及び後に実施した測定の記録(第2号関係)

③廃止措置中の帳簿(第3号関係)

④廃止日等の属する年度の放射性同位元素及び汚染物の保管及び保管廃棄並びに賃貸に係る

帳簿(第4号関係)

く表示付認証機器届出使用者〉

①所有していた放射性同位元素を他者に譲り渡し､又は返還した際に受け取った受領書(第2項た

だし書関係)

※汚染の除去の証明については､表示付認証機器は認証を受ける際に厳しい密封性能が求めら

れており､認証条件に従った取扱いをしている限りは汚染が発生する蓋然性が極めて低いため､求

めません｡

2.上記④の書類の添付が不要な場合について 【第4項関係】

以下の条件の両方を満たす許可届出使用者は､④の書類の写しは不要です｡

①過去に密封された放射性同位元素のみを使用

②廃止日等において､

く許可使用者〉許可証に記載されたすべての放射性同位元素を所有又は所持※1

く届出使用者〉届出をしたすべての放射性同位元素※2を所有又は所持※1
※1 ｢所有又は所持｣について

｢所持｣とは放射性同位元素を事業所等において保管している状態をいうのに対し､｢所有｣とは所有権を有して

いる状態をいい､放射性同位元素を他者に貸し出している状態も含みます｡

※2 ｢届出をしたすべての放射性同位元素｣について

使用する放射性同位元素について変更の届出をしている場合には､当該変更届が反映された最新の届出状

態におけるすべての放射性同位元素を指します｡
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(1)規定の趣旨

許可証に記載された数量又は届出をした数量のすべてを廃止日に所有又は所持している場合に

は､廃止日における保管の帳簿の記載が許可証又は届書と同じになるため､1.④の保管の帳簿の

写しを提出していただく必要はありません(1.③の廃止措置中の帳簿については必要です)0

なお､過去に非密封放射性同位元素を使用したことがある場合は､汚染物に係る措置を確認する

必要があるため､1.④の保管の帳簿の写しが必要となります｡

3.様式の改訂

｢廃止措置中に監督を行った者の氏名並びに免状の種類及び番号｣及び｢被ばく及び健康診断

の結果の記録に関する措置｣の欄を追加しました｡

｢被ばく及び健康診断の結果の記録に関する措置｣については､第26条第1項第9号ただし書の

規定により引き続き許可届出使用者又は許可廃棄業者として記録を保存する場合(Ⅱ-1参照)に

は､引き続き記録を保存する者の氏名又は名称及び記録を引き渡した年月日について記載して

下さい｡
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1Ⅲ.放射線源登録制度関係 【第39条第4項 .第5項 .第6項関係】

〔改正の趣旨〕

国際的な要請に基づき､人の健康に重大な影響を及ぼすおそれがある放射性同位元素について､個

々の線源を文部科学省-登録し､製造､輸入､受入れ､払出し､輸出､廃棄等を行ったときにはその旨

及び当該放射性同位元素の内容について､また､年1回当該放射性同位元素の在庫について文部科学

省-報告する｢放射線源登録制度｣が始まりました｡

〔ポイント〕

1.対象となる線源について

別添の告示｢密封された放射性同位元素であって人の健康に重大な影響を及ぼすおそれがあるも

のを定める告示｣により､新たに定められました｡

①D値※の10倍以上:すべての密封された放射線源

②豊 吉漂 票 濫 源のうち l
(非破壊検査装置用線源)

･アフターローディング装置用線源

(腔内治療用線源)

放射能

匝 7

チ

‡

チ
小

※D値(Dangerousvalue):核種毎に定められた放射能値 (単位:TBq)

すべての密封された放射線

工業用ラジオグラフィ用線源

アフターローディング装置用線源

のみ

対象外

核種 D値×10 D値 核種 . D値×10 D値

C0-60 0.3 0.03 Yb-169 3 0､.3

Se-75 2 0.2 . Ⅰr-192 0.8 0.08

Ge-68 0,7 0.07_ P0-210 0.6 0.06_

Sb-124 0.4 0.04 Am-241 0.6 0.06

(その他の核種のD値については､告示の別表をご参照ください)

2.報告の種類と報告期限

報告の種類 報告対象者 報告期限

受入れ､払出し等の報告 許可届出使用者届出販売業者届出賃貸業者 受払い等を行った日から
(第39条第4項､様式第51､52) 15日後まで

変更等の報告 許可届出使用者 変更等を行った日から
(第39条第5項､様式第52) 15日後まで

年度末の在庫報告 許可届出使用者 `在庫を確認した日から3月間

本制度の対象となる線源をお持ちの事業者には､平成21年6月24日付けの放
射線規制室長通知により､別途ご連絡しています｡今後､新たに本制度の対象

となる線源を所持又は所有する場合には､下記までご連絡いただきますよう､

お願い致します｡

放射線規制室 放射線源登録係

Tel:03-673413836 Fax:0316734-4048
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Ⅳ-1 表示付認証機器に係る届出関係 【様式第4,34関係】

･表示付認証機器の使用及び変更の届出について同一の届書による手続が可能となりました｡

･異なる認証番号の機器についても､同一の届書による手続が可能となりました｡

･事業所内で保有するすべての表示付認証機器が廃止となる場合にのみ､廃止に係る届書を提出

することとなりました｡

〔改正の趣旨〕

表示付認証機暑削こついて､より合理的な手続が可能となるよう､様式を改訂しました｡

〔解説〕

･ 新たな種類の表示付認証機器の使用の届出(旧様式第4)と､すでに届け出た表示付認証機器の使

用に係る変更の届出(旧様式第5)を､同時に行うことができます(改正様式第4).｡

認証番号が同じ表示付認証機器ごとに､｢届出の内容｣の欄中の｢使用(新規)｣､｢変更｣､｢変更なし

｣のいずれかを丸で囲んで下さい｡

･ 表示付認証機器の使用台数を変更する場合は､｢変更｣を丸で囲み､｢台数｣の欄に変更前及び変

更後の台数を記載して下さい｡ある認証番号の表示付認証機器の台数が0になる場合についても同

様です｡ただし､すべての表示付認証機器の使用を止める場合には､表示付認証機器使用廃止届(

様式第34)及び許可の取り消し､使用の廃止等に伴う措置の報告(様式第35)を行って下さい｡

｢認証番号｣､｢名称｣､｢台数｣､｢使用の目的｣､｢使用の方法｣については､変更がない表示付認証

機暑削こついても記載して下さい｡なお､｢使用の開始の日又は変更した日｣については､変更がない

場合は記載する必要はありません｡

･ 氏名又は名称､住所､代表者の氏名の変更を行う場合には､｢氏名等の変更｣の欄に変更の内容に

ついて記載して下さい｡なお､その場合にあっても､｢届出の内容｣の欄を｢変更なし｣とし､｢表示灯認
証機器の認証番号､名称､台数｣､｢使用の目的｣､｢使用の方法｣について記載して下さいO

Ⅳ-2 合併 ･分割に係る申請 ･届出関係 【様式第27㌧ 28,29関係】

〔改正の趣旨〕

改正前の様式では､合併･分割に係る申請･届出を､合併･分割に係るすべての事業所等から個別に

提出する必要がありましたが､改正様式により､合併･分割する法人ごとの申請･届出であることを明確化

し､同一法人下に複数の事業所等がある場合でも､まとめて申請･届出手続が可能となりました｡

〔解説〕

この申請･届出は､合併･分割する法人ごとに提出して下さい｡

･ 合併･分割に係るすべての事業所等について､｢地位の承継に係る工場若しくは事業所又は廃棄

事業所｣の欄に記載して下さい｡また､当該事業所等の許可証を､全て添付して下さい｡

･ 許可使用者･許可廃棄業者は様式第27を､届出使用者･届出販売業者･届出賃貸業者は様式第

28を､表示付認証機器届出使用者は様式第29を用いて下さい｡

Ⅳ-3 その他様式全般

上記以外の様式についても､連絡員の電話番号等の追加､様式番号ずれ等､ほぼすべての様式が

改正されていますのでJ今後は､これらの最新の様式を用いて手続を行ってください｡

ホームページからの様式ダウンロード (別添4参照)

http://www.next.go.jp/a_menu/anzenkakuho/boushihou/1260815.htm
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<様式の主な変更点>

;チ.ir'-ご<…ミ-;7.㍍ぢ三三;ま 雄 藻予字詰: ごミニ1:誉言 1.ニ♪;,:i; ミ交ざニ誉 …;きち琵-きま三弦誉 叛 一 ㍗ エ"三: 溢 ÷ごて… 三<さらぺ-～ .喜.∴…三塁?え畑 誉 -i

電話番号 全般 ･各種手続を行う上で連絡をとりやすくするため､ ｢連絡員の氏名｣の欄中
等の追加 に ｢所属部課名｣の記入欄のほか､ ｢電話番号｣ ｢FAX番号｣及び ｢メ-

ルアドレス｣の記入欄を設けました○なお､FAX番号及びメールアドレス
については､可能な範囲で記載して下さい○

∵販売所.質 25,26, ･放射線障害予防規程届及び変更届､放射線取扱主任者及び代理者ゐ選任 .
貸事業所 36,37 解任届については､販売所又は賃貸事業所の一覧を添付してもらう必要が特
一覧の添 にないため､ ｢工場又は事業所 .販売所 .､賃貸事業所 .廃棄事業所｣の欄を

付 につい ｢工場又は事業所 .廃棄事業所笠 ｣とし､-届出販売業者又は届出賃貸業者に
て あつては事務上の連絡先を記載することと.しました○

･その他の様式については､事務上の連絡先を記載するとともに､販売所又
は賃貸事業所の一覧を別紙により添付することとしました○

記載事項 1,7 放射能濃度の計算に必要な悟報であるため､ ｢作業室｣及び ｢廃棄作業室｣

追加 (作業室関係) の欄に ｢室の容積｣を追加しました○

記載事項追加 (貯蔵 1,2,7 表芸夏雲謂 讐 窟岩て遠 雷覧 謁 2 品 温 U讃 警 讐 し

記載 内容 1,.7 ･｢排風機の性能｣の注として､､｢出力等 (kW/時)及び排気能力(m3/ 分)
の見直 し を記載する.こと○｣とされていましたが､排気能力の記載があれば出力は不

Ⅳ-4 水戸慮子力事務所長を経由する書類について

･ 届出販売業者又は届出賃貸業者の法人住所が茨城県にある場合には､水戸原子力事務所長を経

由して各種手続の書類を提出することを明記しました｡

･ 第39条第2項の放射線施設の廃止に伴う措置の報告書及び同条第3項の放射線管理状況報告書

についても､許可届出使用者の工場又は事業所､許可廃棄業者の廃棄事業所､届出販売業者又は

届出賃貸業者の住所が茨城県にある場合には水戸原子力事務所長を経由して提出することを明記

しました｡

いずれも､現在の運用から変更はありません｡

〔注意点〕

･ 表示付認証機器届出使用者につきましては､工場又は事業所が茨城県にある場合でも､水戸原子

力事務所長を経由していただく必要はありません｡放射線規制室に直接ご提出下さい｡

〔解説〕

｢所在地等｣の用語について

｢所在地等｣とは､ ｢許可届出使用者又は許可廃棄業者にあっては事業所等の所在地､届出販

売業者又は届出賃貸業者にあってはその住所｣を指します｡水戸原子力事務所長を経由する場合

を明確にするため､第21条第4項において､新しく規定されました｡なお､ ｢事業所等｣とは

｢工場若しくは事業所又は廃棄事業所｣を指します(第10条第3項)0
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様式第五十 (第39条第3項関係)
1 放射線管理状況報告書 (許可届出使用者)

. 年度 放射線管理状況報告書 (許可届出使用者)
年 月 日

文 部 科 学 大 臣 殿
･､__ノ/

氏 名 (法人にあつては､その名称及び代表者の氏名)

⑳ .

放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律第42条第1項及び同法施行規則第39条第3項の規定により､次の
とおり報告しますo

氏 名 又 は 名 称

法 人 に あ つ て は ､ そ の 代 表 者 の 氏 名

都 道

府 県

電話番号 ( )

許 可 証 の 年 月 日 及 び 番 号又は法第3条の2第 1項の届出をした年月 日(注2)

工 場又 は 名 称
所 在 地 郵便番号 ( )

都 道

府 県

事 業 所 電話番号 ( )

連 絡 員 の 氏 名 (注3) 所属部課名 ( )
電話番号 ( )

FAX番号 ( )

メールア ドレス ( )

1.施設等の 点検 の実施状況 実施可 直近の実施㌫ B l 年 月 ､日
点検の結果 に基づいて補修等の措置を講 じた とき

又 は 講 ず る 予 定 の と き は ､ そ の 内 容 (注4)

2.密封され て い ない放 射 性同位 元 素の保 管 の状況 ､(注5) 種 類 (注6)

期 首 在 庫 (注7)

減 衰 補 正 の 有 無

受 入 等 数 量 (注8)

払 出 等 数 量 (注9)

期 末 在 庫 (注10)



3.密封され た放射性 同位 元素 の保 管の状沢(注 11) 種 類 及 び 数 量 (注 12)

期 首 在 庫 (注 13)

受 入 等 個 数 (注 14)

払 出 等 個 数 (注 15)

数 量 の 変 更 に よ り･,増 減.し たJ個 数 (注 16)

期 末 在 庫 (注 17)

4.放射性同位元素 種 類 及 び 数 量 (注 18) 可燃物(50L容器換 難燃物(50L容器換 不燃物(50L容器換 非圧縮性不燃物(50L 無機液体(25L 有機液体(25L 動 物(50L容器換 フ ィルター その他(容積)

等の保管廃棄の状況 寡) 算) 算) 容器換寡) 容器換算) 容器換算) 寡) (容積)
本 本 本 本 本 本 本 L L

5.放 射 線 業 務 従 事 者 数 (人)

6.個人実効線 量分布 1 年 間 の 線 量 (mSV) 5以下 5を超え 15を超 え 20を超え 25を超え 50を超える

15以下 20以下 25以下 50以下 もの

放 射 線 業 務 従 事 者 数 (人)

7.女子の放射線 業務 従事者の実効線量分布(注 19) 女子の放射線業務従事者数 (人)(注20)

3 月 間 の .線 量 (mSV) 1以下 1を超え2以下 2を超え5以下 5を超えるもの

女子の放射線業務従事着数(人) 第- .四半期

第二 .四半期

第三 .四半期

第四 .四半期

注 1 ｢整理番号｣ この欄には､記載しないこと｡

2 ｢許可証の年月日及び番号又は法第3条の2第1項の届出をした年月日｣ 法第3条の2第1項の届出の際に通知された届出番号

がある場合には､当該届出番号を併せて記載すること｡

3 ｢連絡員の氏名｣FAX番号及びメールアドレスについては､可能な範囲で記載すること｡

4 ｢点検の結果に基づいて補修等の措置を講じたとき又は講ずる予定のときは､その内容｣ 様式中に書ききれないときは､｢(別紙

のとおり)｣と記載し､別紙に記載すること｡

5 ｢2.密封されていない放射性同位元素の保管の状況｣ 注4の例により記載すること｡

6 ｢種類｣ 許可証に放射性同位元素の番号が記載されているものにあっては､当該番号を併せて記載すること｡

7 ｢期首在庫｣ 前年度の期末における保管数量を記載すること｡

8 ｢受入等数量｣ 期中において受け入れた数量及び製造した数量の合計を記載すること｡

9 ｢払出等数量｣ 期中において払い出した数量及び使用した数量の合計を記載すること｡なお､期中において減衰補正を行った場



合には､減衰補正により減少した数量を加えること｡

10 ｢期末在庫｣ 期末における保管数量を記載すること｡

ll ｢3.密封された放射性同位元素の保管の状況｣ 注4の例により記載すること｡

12 ｢種類及び数量｣ 許可使用者にあっては､注6の例により記載すること｡

13 ｢期首在庫｣ 注7の例により記載すること｡

14 ｢受入等個数｣ 注8の例により記載すること｡

15 ｢払出等個数｣ 期中において払い出した個数､廃棄した個数その他保管を終了した個数の合計を記載すること｡

16 ｢数量の変更により増減した個数｣ 減衰補正のため数量を変更する申請又は届出を行った場合には､変更前の数量の欄に当該数

量でなくなった個数を負の値で､変更後の数量の欄に当該数量となった個数を正の値でそれぞれ記載すること｡

17 ｢期末在庫｣ 注10の例により記載すること｡

18 ｢種類及び数量｣ 期末において保管廃棄設備に保管廃棄されている合計数量について､放射性同位元素によって汚染された物の

種類ごとに､欄中に記載された単位を用いて､小数第-位を切り上げて記載すること｡

19 ｢7.女子の放射線業務従事者の実効線量分布｣ 5.放射線業務従事者数､6.個人実効線量分布の人数の内数とする0

20 ｢女子の放射線業務従事者数｣ 妊娠不能と診断された者､妊娠の意志のない旨を許可届出使用者に申し出た者を除く｡

備考1 この用紙の大きさは､日本工業規格A4とすること｡

2 この報告書の提出部数は､1通とすること｡

3 氏名を記載し､押印することに代えて､署名することができる｡



警 票芸忘& 9iR悪露 誓 濫 読売業者, F整 理 番 号 (注 1)l F

年度 放射線管理状況報告書 (届出販売業者)年 月 ′日文 部 科 学 大 臣 殿 氏 名 (法人にあつては､その名称及び代表者の氏名)

⑳放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律第42条第 1項及び同法施行規則第39条第3項の規定により､次の

とお り報告しますo

､氏 名 又 は 名 称

法 人 に あ つ て は ､ そ の 代 表 者 の 氏 名

住 所 郵便番号 ( )

都 道

府 県

電話番号 ( )

法第 4条第 1項の届出をした年月 日 (注 2) 年 月 日

事務 上 の 名 称
所 在 地 郵便番号 ( )

都 道

府 県

連 絡 先 電話番号 ( )

連 絡 員 ◆の 氏 名(注3) 所属部課名 ( )
電話番号 ( )

FAX番号 ( )

メールアドレス ( )

1.密封され てい ない放射 性同位 元 素の販 売 等の状沢(注4) 種 類

期首における保管委託数量 (注5)

譲 り 受 け た 数 量 (注6)

販 売 数 量 (注7).

譲 り 渡 し た 数 量 (注8)



2.密封され た放射性 同位 元素 の販 売等の状況(注 10) 種 類 及 び 数 量(注 11)

期首における保管委託個数 (注 12) ∫

譲 り 受 け た 個 数 (注 13)

販 売 個 数 (注 14)

譲 り 渡 し た 個 数 (注 15)

期末における保管委託個数 (注 16)

注 1 ｢整理番号｣ この欄には､記載しないこと｡

2 ｢法第4条第1項の届出をした年月日｣ 法第4条第1項の届出の際に通知された届出番号がある場合には､当該届出番号を併

せて記載すること｡

3 ｢連絡員の氏名｣ FAX番号及びメールア ドレスについては､可能な範囲で記載すること｡

4 ｢1.密封されていない放射性同位元素の販売等の状況｣ すべての販売所の合計を記載すること｡様式中に書ききれないとき

は､ ｢(別紙のとおり)｣と記載し､別紙に記載すること｡

5 ｢期首における保管委託数量｣ 前年度の期末において保管を委託している数量を記載すること｡

6 ｢譲り受けた数量｣ 期中において譲り受けた数量 (輸入､購入､販売した放射性同位元素の引取り等)､回収した数量及び賃

借した数量の合計を記載すること｡

7 ｢販売数量｣ 期中において販売した数量を記載すること｡

8 ｢譲り渡した数量｣ 期中において譲り渡した数量 (輸出､購入元-の引渡し等Cただし､販売したものを除く｡)､返還した

数量及び賃貸した数量の合計を記載すること｡

9 ｢期末における保管委託数量｣ 期末において現に保管を委託している数量を記載すること｡

10 ｢2.密封された放射性同位元素の販売等の状況｣ 注4の例により記載すること｡

11 ｢種類及び数量｣ 表示付認証機器については､認証番号を記載すること｡

12 ｢期首における保管委託個数｣注5の例により記載すること0

13 ｢譲 り受けた個数｣ 注6の例により記載すること｡

14 ｢販売個数｣ 注7の例により記載すること｡

15 ｢譲 り渡した個数｣ 注8の例により記載すること｡

16 ｢期末における保管委託個数｣ 注9の例により記載すること｡

備考1 この用紙の大きさは､日本工業規格A4とすること｡

2 この報告書の提出部数は､1通とすること｡

3 氏名を記載し､押印することに代えて､署名することができる｡



警 票芸/最 悪諾 諾 濫 賃貸業者) 匡 理 番 号 (注 1)I l

年度 放射線管理状況報告書 (届出賃貸業者)年 月 日

文 部 科 学 大 臣 殿 氏 名 (法人にあつては､その名称及び代表者の氏名)

･ ⑳放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律第42条第 1項及び同法施行規則第39条第3項の規定により､次の

とお り報告しますo

氏 名 又 は 名 称

法 人 に あ つ て は ､ そ の 代 表 者 の 氏 名

住 所 郵便番号 ( )

都 道

府 県

電話番号 ( .)

法第 4条第 1項の届出をした年月 日 (注 2) 年 月 日

事務 上 の 名 称
所 在 地 郵便番号 ( )

都 道

府 県

連 絡 先 電話番号 ( )

連 絡 員 の 氏 名(注3) 所属部課名 ( )
電話番号 ( )

FAX番号 ( )

メールアドレス.( )

1.密封され て い ない放 射性同位 元 素の賃 貸 等の状況(注4) 嘩 頓

期首における保管委託数量 (注5)

-譲 り 受 け た 数 量 (注6)

賃 貸 - 数 量 (注7) ( ) ( ) ( ) ( )

譲 り 渡 し た 数 量 (注8)



2.密封され た放射性 同位元素 の賃貸.等の状況･(注 10) 種 類 及 び 数 量(注11)

期首における保管委託個数 (注12)

譲 り 受 け た 個 数 (注13)

賃 貸 . 個 数 (注 14) ( ) ( ) ( ) ( )

譲 り 渡 し た 個 数 (注 15)

注 1 ｢整理番号｣ この欄には､記載しないこと｡

2 ｢法第4条第 1項の届出をした年月日｣ 法第4条第1項の届出の際に通知された届出番号がある場合には､当該届出番号を併

せて記載すること｡

3 ｢連絡員の氏名｣ FAX番号及びメールアドレスについては､可能な範囲で記載すること｡

4 ｢1.密封されていない放射性同位元素の賃貸等の状況｣ すべての賃貸事業所の合計を記載すること｡様式中に書ききれない
ときは､｢(別紙のとおり)｣と記載し､別紙に記載すること｡

5 ｢期首における保管委託数量｣ 前年度の期末において保管を委託している数量を記載すること｡

6 ｢譲り受けた数量｣ 期中において譲り受けた数量 (輸入､購入等)､貸し付けていた放射性同位元素を回収した数量及び賃借

した数量の合計を記載すること｡

7 ｢賃貸数量｣ 期中において賃貸した数量を記載し､期末において現に賃貸している数量を括弧内に記載すること｡

8 ｢譲り渡した数量｣ 期中において譲り渡した数量 (輸出､購入元-の引渡し等)及び返還した数量の合計を記載すること｡

9 ｢期末における保管委託数量｣ 期末において現に保管を委託している数量を記載すること｡

10 ｢2.密封された放射性同位元素の賃貸等の状況｣ 注4の例により記載すること｡

11 ｢種類及び数量｣ 表示付認証機暑削こついては､認証番号を記載すること.

12 ｢期首における保管委託個数｣ 注5の例により記載すること｡

13 ｢譲り受けた個数｣ 注6の例により記載すること｡

14 ｢賃貸個数｣ 注7の例により記載すること｡

15 ｢譲り渡した個数｣ 注8の例により記載すること｡

16 ｢期末における保管委託個数｣ 注9の例により記載すること｡

備考1 この用紙の大きさは､日本工業規格A4とすること｡

2 この報告書の提出部数は､1通とすること｡

3 氏名を記載し､押印することに代えて､署名することができる｡



様式第五十 (第39条第3項関係)4 放射線管理状況報告書 (許可廃棄業者) 整 理 番 号 (注1)t l

年度 放射線管理状況報告書 (許可廃棄業者)
年 月 日

文 部 科 学 大 臣 殿

-氏 名 (法人にあつては､その名称及び代表者の氏名)

㊨

とおり報告しますo

氏 名 又 は 名 称

法 人 に あ つ て は ､ そ の 代 表 者 の 氏 名

住 所 郵便番号 .( )

都 道

府 県

電話番号 ( )

許 可 証 の■年 月 日 及 び .番 号

廃棄事業所 名 称

所 在 地 郵便番号 ( )∫.

都 道

府 県

電話番号 ( )

連 絡 員 の 氏 名 (注2) 所属部課名_( )

電話番号 ( )

FAX番号 ( )

メールアドレス ( )

1.施設等 .の 点検 の実施状況 実 施 品 数 l 直 近 の 実 施 年前 l 年 月 日点検 の結果 に基づいて補修等 の措置 を講 じたとき

又 は 講 ず る 予 定 の と き は ､ そ の 内 容 (注3)

2.放射性同位 元 素.等 の廃 棄の状沢(注4) 種 類 可燃物(200L容器換寡) 難燃物(200L~容器換算) 不燃物(200L容器換算) 非圧縮性不燃物 (200L容器換算) 無機液体 (200L容器換算) 有機液体 (200L容器換算) 動 物(200⊥容器換寡) フ イ′レタ ー(200L容器換寡) そ の他(200L容器換寡)
払 出 数 量 本 本 本 本 本 本 本 本 本.

保 管 数 量 (注5) 本 本 本 本 本 ′ 本 本 本 本



4.個人実効線 量分布 1 年 間 の 線 量 (mSV) 5以下 5を超え 15を超え 20を超え 25を超え 50を超える

15以下 20以下 25以下 ~､ 50以下 もの

放 射 線 業 務 従 事 者 数 (人) ;

5.女子の･放射 線業務従事者の実効線量分布(注 6) 女子の放射線業務従事者数 (人)(注 7う

3-月 間 の 線 量 (mSV) 1以下 1を超え2以下 2を超え5以下 5を超えるもの

女子の放射線業務従事着数(人) 第一 .四半期

第二 .四半期

第三 .四半期 .

第四,.四半期

注 1 ｢整理番号｣ この欄には､記載しないこと｡

2 ｢連絡員の氏名｣ FAX番号及びメールアドレスについては､可能な範囲で記載すること｡

3 ｢点検の結果に基づいて補修等の措置を講じたとき又は講ずる予定のときは､その内容｣ 様式中に書ききれないときは､｢(詳細に

ついては別紙のとおり)｣と記載し､別紙に記載すること｡

4 ｢2.放射性同位元素等の廃棄の状況｣ 注3の例により記載すること｡数量については､放射性同位元素によって汚染された物の

種類ごとに､欄中に記載された単位を用いて､小数第-位を切り上げて記載すること一｡

5 ｢保管数量｣ 期末において廃棄物貯蔵施設及び保管廃棄設備に保管されている本数を記載すること｡

6 ｢5.女子の放射線業務従事者の実効線量分布｣ 3.放射線業務従事者数､4.個人実効線量分布の人数の内数とする｡

7 ｢女子の放射線業務従事者数｣ 妊娠不能と診断された者､妊娠の意志のない旨を許可廃棄業者に申し出た者を除く｡

備考1 この用紙の大きさは､日本工業規格A4とすること｡

2 この報告書の提出部数は､1通とすること｡

3 氏名を記載し､一押印することに代えて､署名することができるO



様式第三十五 (第26条関係) l整 理 琴 号 (注 1)l l

許可の取消 し､使用の廃止等に伴 う_措置の報告書

年 月 日文 部 科 学 大 臣 殿 }

氏 名 (法人にあつては､その名称及び代表者q)氏名)

⑳

放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律第28条第2項の規定により許可の取消し､使用の廃止等に伴い講じた措

置を報告しますo

報 告 を す る 者 氏 名 又 は 名 称

法人にあつては､その代表 者 の 氏 名

住 所 郵便番号 ( )

都 道

府 県

電話番号 ( )

許 可 証 の 年 月 日 及 び 番 号 ､法 第 3条 の 2第 1項 の届 出 を した年 月 日､法 第 3条 の 3第 1項 の 届 出 を した 年 月 日又は法第 4条第 1項の届出をした年月 日 (注2)

工 場 又 は 事 業 所 名 称

所 在 _地 郵便番号 ( )

･都 道

販 _ 売 所賃 貸 事 業 所 府 県

廃 棄 事 業 所･(注3) 電話番号 ( )

連 絡 員 の 氏 名 (注4) 所属部課名 ( )
電話番号 ( )

FAX番号 ( ●)

メールアドレス ( )

廃 止 し た 放 射 線 施 設 の 名 称

取 消 し ､ 角欝 芸 -の 年 月 日死 亡 ､ 年 月 日

取 消 し ､ 角㌘ 芸 の 際 に 所 有 す る死 亡 ､放 射 性 同位 元 素 の 種 類 及 び 数 量 (注5)



廃 止 措 置 中 に 監 督 を 行 っ た 者 の 氏 名並 び に 免 状 の 種 類 及 び 番 号 (注8)

注 1 ｢整理番号｣ この欄には､記載しないこと｡

2 ｢許可証の年月日及び番号､法第3条の2第1項の届出をした年月日､法第3条の3第1項の届出をした年月日又は法第4条

第 1項の届出をした年月日｣ 法第3条の2第 1項､法第3条の3第 1項又は法第4条第 1項の届出の際に通知された届出番号

がある場合には､当該届出番号を併せて記載すること｡

工場又は事業所販売所
3 ｢賃 貸事業所｣販売廃止等業者又は賃貸廃止等業者にあっては､事務上の連絡先を記載するとともに､販売所又は賃貸
廃 棄 事 業 所

事業所について様式第五の該当する部分により記載した別紙を添えること｡

4 ｢連絡員の氏名｣ FAX番号及びメールアドレスについては､可能な範囲で記載すること｡

5 ｢取消し､廃止､死亡､解散の際に所有する放射性同位元素の種類及び数量｣ 表示付認証機暑削こついては､認証番号が同じ

表示付認証機器ごとに､認証番号及び台数を記載すること｡

6 ｢放射性同位元素に関する措置｣ 措置を講じた年月日､場所､方法等を記載すること｡

7 ｢放射性同位元素によって汚染された物に関する措置｣ 注6の例により記載すること｡ただし､表示付認証機器を認証条件

に従い使用したため､放射性同位元素によって汚染された物が発生していないと考えられる場合には､その旨を記載すること｡

8 ｢廃止措置中に監督を行った者の氏名並びに免状の種類及び番号｣ 免状の種類については､第1種放射線取扱主任者免状､

第2種放射線取扱主任者免状､第2種放射線取扱主任者免状 (一般)､第2種放射線取扱主任者免状 (放射性同位元素装備機器

名)若しくは第3種放射線取扱主任者免状の別又は医師､歯科医師若しくは薬剤師の別を記載し､免状の番号については､医師､

歯科医師又は薬剤師の場合には､その免許証番号を記載することOまた､第 26条第1項第8号ロに該当する場合にあっては､そ

の者の有する知識及び経験について記載することoなお､表示付認証機器廃止等使用者にあっては､記載は不要である｡

9 ｢被ばく及び健康診断の結果の記録に関する措置｣ 引渡しを行った年月日及び引渡し先を記載すること｡なお､販売廃止等

業者､賃貸廃止等業者又は表示付認証機器廃止等使用者にあっては､記載は不要である｡

備考1 この用紙の大きさは､日本工業規格A4とすること｡

2 この報告書の提出部数は､1通とすること｡

3 この報告書には､第26条第3項に規定する書類を､それらの書類の一覧表と共に添えること0

4 氏名を記載し､押印することに代えて､署名することができる｡



様式第二十七 (第 24条の3関係) 匡 理 番 号 (注 千) l l

要諾 晶 薯 であ文 部 科 学 大 臣 殿 る法人の 基質 に係る認可申請書 年 月 日 .法人の名称及び代表者の氏名

認可を申請しますo

令併 名 称

代 表 者 の 氏 名

住 所 郵便番号 ( )

都 道

又は分割する紘人 府 県 -

電話番号 ( )

事 務 上 の 名 称所 在 地 郵便番号 ( )

都 道

府 県

連 絡 先 電話番号 ( )

連 絡 員 の 氏 名 所属部課名 ( )

電話番号 ( )

(注2) FAX番号 ( )

メールア ドレス ( )

合 併 又 は 分 割 の 方 法 及 び 条 件 (注 3)

合 併 -又 は 分 割 の 理 由



地.位′ を 名 称

代 表 者 の 氏 名

住 所 郵便番号 ( )承継 - 都 道
府 県

すー る汰'人(注4) 電話番号 (. )

事 ~務 上 の 名 称所 在 地 郵便番号 ( )

都 道

府 県

連 絡 ′先 電話番号 ( )

連 絡 員 の 氏 名 所属部課名 ( )電話番号 ( )

(注5) FAX番号 ( )

メールアドレス ( )

地位の承継に係る 許 可 証 の 年 月 日 及 び 番 号工場又は事業所廃 棄 事 業 所 名 称 承 継 前

承 継 後

所 在 地 郵便番号 ( )+

都 道

工堤 府 県

許 可 証 の 年 月 日 及 び 番 号

工場又は事業所廃 棄 事 業 所 名 称 承 継 前

承 継 後

所 在 地 郵便番号 ( )

莱 都 道

辛莱 府 県

注 1 ｢整理番号｣ この欄には､記載しないこと｡

2 ｢連絡員の氏名｣ FAX番号及びメールア ドレスについては､可能な範囲で記載すること｡

3 ｢合併又は分割の方法及び条件｣ 吸収合併､新設合併､吸収分割､新設分割の区分及び合併又は分割の条件を記載すること｡

4 ｢地位を承継する法人｣ 地位を承継する予定の法人について記載することができる｡

5 ｢連絡員の氏名｣ 注2の例により記載すること｡

6 ｢地位の承継に係る工場若しくは事業所又は廃棄事業所｣ 地位の承継に係る工場若しくは事業所又は廃棄事業所をすべて記載す

ること｡

備考1 この用紙の大きさは､日本工業規格A4とすること｡

2 この申請書の提出部数は､正本 1通及び副本2通とすること0

3 この申請書には､第24条の3第2項に規定する書類を､それらの書類の一覧表と共に添えること｡

4 許可証の記載事項に変更がある場合には､この申請をする際に許可証を提出すること｡

5 氏名を記載し､押印することに代えて､署名することができる｡



r＼主1
別添2

放射線障害予防規程の作成等の留意点について

1.放射線障害予防規程の作成にあたっての留意点

放射線障害予防規程の作成にあたっては､今回の改正で変更となった以下の部分についてご

留意願います｡放射線障害予防規程変更届は､以下に示す内容に係る変更については平成22

年 9月30日までに届け出て下さい｡なお､それ以外の内容を変更する場合は､変更後30日

以内の届出が必要です｡

1-1.全ての許可届出使用者､届出販売業者､届出賃貸業者､許可廃棄業者が行 うべき変更

(1)用語の整理､整合性

以下の用語について整理､整合性を図ること｡

_改正前 改正後

仕入れ先､販売先､取得罪､賃貸先､受入先､払出し先 等 相手方 .

(2)記帳及び保存に関すること (規則第21条第 1項第4号関係)

以下の変更及び追加 (下線部で示された部分)について反映させること｡

変更箇所 変更の内容 使販磨
(文中に記載の条項は､本変更が基づく規則を示すo) 用ノ怯負莱
(記帳)虜劇夢2_4桑屠 1屠

以下の項目について記帳を行 う○

･ 受入れ皇道塾_也_ヒに係る放射性同位元素等の種類及び数 追加 ○
量 (j声Jht-3者イ)

･ 放射性同位元素の受入れ又は払出しの年月日盈逆皇旦担 追加 ○ ○
手方の氏名又は名称 (5 1号L7､屠 3号L7)

･ 工場又は事業所の外における放射性同位元素の運搬等 変更 :｢運搬を委託され ○ ○ ○

(※)の年月日､方法及び荷受人又は荷送人の氏名又は た者の氏名又は名称墜

名称並びに運搬に従事する者の氏名又は運搬の委託先の 空邑運搬に従事する者

氏名若しくは名称 修 1号}7､一夢2号ノ､､屠 3号-) の氏名｣-→｢運搬に従事する者ゐ氏名星旦運搬の委託先の氏名著 しく※:届出販売業者､届出賃貸業者又は許可廃棄業者の場合､

｢工場又は事業所の外における放射性同位元素の運搬等｣は名称｣
を以下のように読み替える○

届出販売業者､届出賃貸業者-放射性同位元素の運搬

許可廃棄業者-廃棄事業所の外における放射性同位元

素の運搬等

匿亘司 書匪亘頭 ･ 用語の整理:｢仕入れ ○暮 仕入れ若 し≦は販売又は十 譲受け(回収及び賃借を含 又 は取得｣- ｢譲受



√′

変更箇所 変更の内容 使 販 磨
(文中に記載の条項は､本変更が基づく規則を示すo) 用 JIS貝 莱

び数量 (5 2.号イ) は賃貸に係る放射性同位 ･.追加:｢その他譲渡し

元素の種類及び数量 (5 2 (返還を含む○)｣

号イノ ･ 用語の整理:｢仕入先若しくは販売先又は
･ 放射性同位元素の仕入れ ･ 放射性同位元素の譲受け

/ヽ 取得先若しくは賃貸先｣- ｢その相手方の氏名又は名称｣

若 しくは販売又は取得若 又は販売その他譲渡 し若

しくは賃貸の年月 日及び しくは賃貸の年月 日及び

仕入先若 しくは販売先又 その相手方の氏名又は名

は取得先若 しくは賃貸先(# 2号L7) 塾 (g 2号L7)

(帳轟の閉鎖)虜紺 24桑屠 2屠 ｢一年ごと｣を ｢轟 ○ ○ ○
許可届出使用者､届坦販売業者､届出賃貸筆者､許可廃棄 年三 月三十一 日 ｣ に

業者は､毎年三月三十-日又は事業所の廃止等を行う場合は 変更｢廃止日等｣の迫力ロ

1-2.特定放射性同位元素に係る行為を行 う許可届出使用者､届出販売業者､届出賃貸業者が

行う変更 ′

密封された放射性同位元素であって人の健康に重大な影響を及ぼすおそれがあるものと

して文部科学大臣が定めるもの (以下 ｢特定放射性同位元素｣という｡)に係る行為を行 う

許可届出使用者､届出販売業者､届出賃貸業者は､放射線管理の状況の報告に関すること(規

則第21条第 1項第 11号関係)として､以下を新たに定めること｡

変更箇所 変更の内容 - 使販廃
(文中に記載の条項は､本変更が基づく規則を示す○) 用質莱

(特定放射性同位元素に係る報告)虜∠秋芳▲39桑 該当 (※2:特定放射性 ○ 加〆̀○

為を行ってから15日以内に文部科学大臣に報告しなけれ ある場合､新規追加

ばならない○ 修 4項ノ

･ 許可届出使用者 :JA造｣輸入､受入れ又は払出し､廃棄

･ 届出販売業者又は届出賃貸業者 :輸入､譲受け (回収､

賃借及び保管の委託の終了を含むo)､輸出又は譲渡し

(返還､賃貸及び保管の委託を含むo)､廃棄

2 許可届出使用者が､前述の報告を行った特定放射性同位 同上′㌔ ○
素が特定放射性同位元素でなくなった場合を含むo)した場

合､15日以内に報告を行うO(55項二十

3 許可届出使用者は､年度末に所有している特定放射性同 同上 ○
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2.放射線管理状況報告書の作成にあたっての留意点

放射線管理状況報告書の作成にあたっては､以下の事項に留意して記載して下さい｡

なお､新様式による報告は､平成22年度分報告 (提出期間は平成23年4月1日から同年6月末日

までの間)からとなります｡

2-1.共通事項

イ 様式の注意書きに従うこと｡

ロ 該当しない項目 (例 :放射線業務従事者のいない場合における ｢放射線業務従事者数｣及び ｢実効

線量当量分布｣､密封された放射性同位元素のみを使用する場合における ｢密封されていない放射性

同位元素の保管の状況｣等)については､当該項目の欄に斜線を引いて､その旨を明示すること (空

欄不可)0

ハ 期末において許可届出使用者､届出販売賃貸業者､許可廃棄業者であるが､期末においてまだ業を

開始していない場合又は期首から期末を通して業を行っていない場合 (放射性同位元素､放射線発生

装置を全く所有していない場合を含む｡)にあっても､報告を行うこと｡

ニ ｢連絡員の氏名｣の項目のうち､｢FAX番号｣､｢メールア ドレス｣については可能な範囲で記載す

ること｡

ホ ｢施設等の点検の実施状況｣の項目については､特に次の点に留意すること｡

A すべての事業所等が必ず記載しなければならない (届出販売 ･賃貸業者を除く)｡

B ｢点検の結果に基づいて補修等の措置を講じ.たとき又は講ずる予定のときは､その内容｣は､施

設点検の結果､補修等の必要がない場合には ｢なし｣と記載すること｡

C ｢実施回数｣は､すべての項目の点検完了をもって1回と数え､｢直近の実施年月日｣は､報告期

間中における､すべての項目の点検に要した期間のうち直近のものを記載すること (例 :平成21

年 12月15日～平成22年3月30日)0

- ｢放射線業務従事者数｣の項目については､特に次の点に留意すること｡

A 放射線業務従業者とは､取扱等業務に従事する者であって当該事業所の管理区域に立ち入る者で

あり､当該事業所等所属の労働者等に限られるものではないこと｡ただし､法第 10条6項に基づ

く一時的に使用する場合における使用の場所の変更により､他事業所から放射線業務従事者が来た

場合は含まない｡

B 年度の途中で当該事業所の放射線業務従事者でなくなった者及び新たに放射線業務従事者になっ

た者についても､ 1人として数えること｡

C 放射線業務従事者になる予定で教育訓練を受講し､健康診断を受診した者であっても､実際に管

理区域に立ち入らない､又は立ち入っても取扱い業務を行わなければ放射線業務従事者として数え

ないこと｡

ト ｢個人実効線量分布｣の項目については､特に次の点に留意すること｡

A ｢放射線業務従事者数｣の合計は､-の ｢放射線業務従事者数｣と一致すること｡

B 年度の途中で当該事業所の放射線業務従事者となった者又は放射線業務従事者ではなくなった者

については､当該事業所の放射線業務従事者であった期間の実効線量を1年間の実効線量とみなす

こと｡

チ ｢女子の放射線業務従事者の実効線量分布｣の項目については､特に次の点に留意すること｡

A ｢女子の放射線業務従事者数｣には､妊娠不能と診断された者､あるいは妊娠の意志のない旨を
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申し出た者を除くこと｡

B ｢女子の放射線業務従事者数｣の合計は､-及び トの ｢放射線業務従事者数｣の内数とすること｡

2-2.許可届出使用者に関する事項

イ ｢密封されていない放射性同位元素の保管の状況｣の項目については､特に次の点に留意すること｡

A ｢受入等数量｣は､期中において受け入れた数量及び製造した数量の合計を記載すること｡

B ｢払出等数量｣は､期中において払い出した数量及び使用した数量の合計を記載すること｡なお､

期中において減衰補正を行った場合には､減衰補正により減少した数量を加えること｡

C ｢期首在庫｣+｢受入等数量｣- ｢払出等数量｣- ｢期末在庫｣となることを確認すること｡
ロ ｢密封された放射性同位元素の保管の状況｣の項目については､特に次の点に留意すること｡

A 複数の密封された放射性同位元素を装備し一体として使用する機器については､当該項目におけ

る ｢種類及び数量｣に､その旨がわかるように記載すること｡

B ｢受入等個数｣はイのAを参照のこと三

C ｢払出等個数｣は､期中において払い出した個数､廃棄した個数その他保管を終了した個数の合

計を記載すること｡

D ｢数量の変更により増減した個数｣は､減衰補正のため数量を変更する申請又は届出を行った場

合には､変更前の数量の欄に当該数量でなくなった個数を負の値で､変更後の数量の欄に当該数量

となった個数を正の値でそれぞれ記載すること｡

なお､減衰補正と併せて払出し等を行うことにより､数量を変更する申請又は届出を要しない場

合 (許可を得ている数量A及び数量Bの放射性同位元素があった場合に､数量Aの払出しを行い､

数量Bの減衰補正を行い数量Aとする場合等)にあっても､同様に記載すること｡

E ｢期首在庫｣及び ｢期末在庫｣には､年度をまたがって使用中の放射性同位元素 (継続使用して

いるレベル計等)を含めること｡

F ｢期首在庫｣+｢受入等個数｣- ｢払出等個数｣+｢数量の変更により増減した個数｣- ｢期末
在庫｣となることを確認すること｡

ハ ｢放射性同位元素等の保管廃棄の状況｣は､保管廃棄設備の許可を得ている許可使用者のみが記載

の対象となる(届出使用者及び密封された放射性同位元素の保管廃棄設備について許可を得ていない

許可使用者は対象外)0 ｢種類及び数量｣は､期末において保管廃棄設備に保管廃棄されている合計数

量について､欄中に記載された放射性同位元素によって汚染されたものの種類毎に､欄中に記載され

た単位を用いて､小数第一位を切り上げて記載すること｡なお､欄中に記載された放射性同位元素に

よって汚染されたものの種類とは違う分類で管理を行っている場合は､その分類で記載してもよい｡

2-3. 届出販売業者に関する事項

イ ｢密封されていない放射性同位元素の保管の状況｣の項目については､特に次の点に留意すること｡

A ｢譲り受けた数量｣は､期中において譲り受けた数量 (輸入､購入､販売した放射性同位元素の

引取り等)､回収した数量及び賃借した数量の合計を記載すること｡

B ｢譲り渡した数量｣は､期中において譲り渡した数量 (輸出､購入元-の引渡し等｡ただし､販

売したものを除く｡)､返還した数量及び賃貸した数量の合計を記載すること｡

C ｢期首における保管委託数量｣+｢譲り受けた数量｣- ｢販売数量｣- ｢譲り渡した数量｣-｢期
末における保管委託数量｣となることを確認すること｡
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ロ ｢密封された放射性同位元素の保管の状況｣の項目については､イを参照のこと｡

2-4. 届出賃貸業者に関する事項

イ ｢密封されていない放射性同位元素の保管の状況｣の項目については､特に次の点に留意すること｡

A ｢譲り受けた数量｣は､期中において譲り受けた数量 (輸入､購入等)､貸し付けていた放射性同

位元素を回収した数量及び貸借した数量の合計を記載すること｡

B ｢譲り渡した数量｣は､期中において譲り渡した数量 (輸出､購入元-の引渡し等)及び返還し

た数量の合計を記載すること｡

C ｢賃貸数量｣は､期中において賃貸した数量を記載し､期末において現に賃貸している数量を括

弧内に記載すること｡

D ｢期首における保管委託数量｣+｢譲り受けた数量｣- ｢賃貸数量｣(ただし､括弧内に記載した
数値は計算に用いない｡)- ｢譲り渡した数量｣-｢期末における保管委託数量｣となることを確

認すること｡

ロ ｢密封された放射性同位元素の保管の状況｣の項目については､イを参照のこと｡

2-5.許可廃棄業者に関する事項

イ ｢放射性同位元素等の廃棄の状況｣の項目については､特に次の点に留意すること｡

A ｢保管数量｣は､期末において廃棄物貯蔵施設及び保管廃棄設備に保管されている合計数量につ

いて､欄中に記載された放射性同位元素によって汚染されたものの種類毎に､欄中に記載された単

位を用いて､小数第一位を切り上げて記載すること｡なお､欄中に記載された放射性同位元素によ

って汚染されたものの種類とは違う分類で管理を行-jている場合は､その分類で記載してもよい｡
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別添3

放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律施行規則第24

条に規定する帳簿等の記載に関するガイドラインの概要

【制定の経緯】

近年､放射性同位元素等の発見や紛失が頻発しており､昨年5月には､放射性同位

元素の使用の廃止の際に放射性同位元素による汚染物を放置していた事業者がいた

ことが判明し､刑事告発､行政代執行にまで及んだ事件が発生した｡

放射性同位元素やその汚染物の記帳は､それらの管理の基本となるものである｡譲

受け､譲渡し､保管､製造､使用等を一体として把握できるように記帳することによ

り､放射性同位元素やその汚染物の所在を明らかにするとともに､法令に定められた

基準に従った取扱いを行っているかどうかを確認することにもなる｡本ガイドライン

は､上記のような状況を踏まえ､放射線障害防止法施行規則 (以下 ｢施行規則｣とい

う｡)第24条第1項に規定されている記帳の内容や方法及び第26条第1項に規定

されている廃止措置中の記帳についてより具体的に解説を加え､各事業所等での放射

性同位元素やその汚染物の管理をより良いものにするために制定するものである｡

【ガイドラインの主な内容】

○ 放射性同位元素及びその汚染物の管理と記帳は一体であることを再確認し､放射

性同位元素の受入れ又は製造といった管理下に入る行為 (保管の開始)から､保管

を経て､払出し､廃棄その他管理下から外れる行為 (保管の終了)まで及びこれら

に付随して行う工場又は事業所の外における運搬について､一体として把握できる

ように記帳するべきであることを示した｡

○ 帳簿の閉鎖とは､ただ単に帳簿を期間ごとに区切るのではなく､帳簿の集計及び

在庫の確認を行うためにあるとの解釈を示し､集計の具体的方法について示した｡

また､施行規則第39条第3項の放射線管理状況報告書は､この集計した帳簿に基

づき作成することを明示し､記帳と報告書の整合性の確保を図るようにした｡

○ 放射性同位元素及びその汚染物の種類及び数量についで､記載内容を明示した｡

○ 帳簿を正確に集計できるようにするため､放射性同位元素の製造や減衰補正を行

う場合等についても､具体的な記帳方法を示した｡

○ その他､施行規則に定められている記帳項目のうち解説が必要なものについて､

具体的な記帳方法を示した｡



原子力･放射線の安全確保ホームページリニューアルのお知らせ (別添4)
｢原子力･放射線の安全確保｣のホームページのアドレスが変わりました｡
様々な情報が掲載されますので､定期的にご覧ください(ブックマークをお勧めします｡)

URL http://www.next.go.jp/a_menu/anzenkakuholindex.htmr

※ 文部科学省トップページからのリンクは,｢科学技術 ･学術｣-｢原子力安全､生命倫理 ･安全等｣-｢原子力･放

通知文の発出や事故･トラブル等の情報が掲載されます｡

① ｢規制の概要｣

放射線の利用形態や規制の現状に関する資料を閲覧･ダウンロードできます｡

3 親 や… .た一文別号才,- NLC.- IT山C.n- plo.e. ○

○■チカ.■ll雌 ■■

W r.ザ "..77..1 .,.- I.

E)○放Bi盤姐 見定盤 B

○規制の現状 B

1放射性同位元素等取扱事業所の状況

2 申請.届出等の状況

3放射性同位元素等取扱事業所に対する立入検査の実施状況 EI

4放射線管理状況(平成17年度) ll 臨 ｢ :≡ ㌻

5事故の発生状況 ■G言Ⅰ…Ⅰ∃ヨ:】

6放射柏障害防止法対象施設における近年の事故事例､その原因と対栄(平成 ■■乃-.JIJl柳冊18年度及び平成19年度)

7文全管理の徹底に関する通知について 丘正 二卜.藍 薫還 -.｢一二云喜=-1l- :≡=_
8情報公開9原子力~全規制 -係る申請及び届出等の手続きの一子化

文 し ､ ー ■ LL～ ..
ー0手続きの透明性

tl対象事業所数

B絹制の剃 ガへのlrJJ7ほこちらから一 次 ペ- ジ参 照

お問い合わせ先 ｢対象墓蓑所数はこちら｣諾 ≡≡≡≡≡≡≡土≡≡≡≡三.こし二事業所一覧カ唱 載されています 南 3I

｢放射線障害防止法による安全規制｣のページ

こちらからは関係資料･関係法令等の閲覧や各種様式のダウンロードができます｡

内容の一部をご紹介します｡ ′ ､

(D r規制の概要｣-r規制の現状へのリンクはこちらから｣

-規制の現状

立入検査の実施状況や事故事例等の最新の資料が掲載されています(年1回更新)｡

…ファイル(i)鳩集(i)表示鎚)お気(=入り(a)ツールCD へルフ(d) 三アドレス(Dl格政 幸亀

手堅蓑

a r嘉l】紬州 生執 行元素等m 嘉芸所敬の稚措 くPDF28KB)局

D 【蓑2】機脚 順 用嘉某所敬の稚格 (PDF41KB)簡

○ 【嘉3】作用重要所の柵跡分有 (PDF35KB)簡

a 【碁4】柚射紘陸害帆 卜油 こ碁づく申卦 鼠LH等のは洞 (PDFBIK8)愚
tT【嘉5】捌 ホ縁取初手仔者魚椎の管付朋 (PDF25KB)愚

ar蓑6】寸入棺青の妾触 発滑 (pDF41KB)闇
a【嘉7】平矧 9年庁の寸入棺李結果 (PDF34KB)国
a【妄81放射紙業托従重者馳坪 成20年3月3lR相方H PDF26KB)簡
○ 【嘉9】凱 年の玉柏の繋牛は滑 (PDF78KB)局
○ 【劃 0】玉女射続陸害帆 卜浅討魚油喜封=おける祈年の基地玉例 (PDF170にEi)簡

l) 【蓑11】宗全管理の儲風 こ関する通知 こjLlて (PDF99KB)局

t
.
__
.
_
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② ｢申請･届出等手続｣
･放 射 線 源 登 録 システム へ の ログ インが できます ｡

･最 新 の 手 続 様 式 が ダ ウンロー ドできます ｡

77イルC)SIIくp A荒む)おれこ入りW ツール(か ヘルプくび

○ 茨も,〇 回 画 も 9 枚兼 ☆ 肌 こ入｡噛 め･島国,ロ
旬 http//MV'㈹Xt■0JP/-_m即u/洲ZCnkakuhcJboushlhou/12608lShtrn

｢放射娘漁登鋲のページ｣

-放射線源登録システムへ

放射線源豊緑制度に係る報告を行う地合はこちらからログインして下さい.

様式ダウンロード ■EL_--2=:㍍諾Simr?M一･TrLT.--･･
放射性同位元素等による放射線件書の防止に関する法律施行親則

q手続様式 -･下記以外の手続様式-オペ-ジた脚

D手続様式【放棚 扱主任者関係(試験､講習､免は)】 - 主任者試験.主任者講習,免状申請･再交付

｡手続様式【放射線管理状況報告相調係】 日.放射線管理状況報告書はこちら

放射性同位元素又は放射性同位元素によって汚染された物の工牡又は暮某所の外にお

ける連kに関する技術上の基準に係る細目等を定める告示

○手続様式 日･事業所外運搬に関する手続様式

③ ｢関係法令集｣
法 令 ,政 令 ,府 政 令 .告 示 ,通 知 の 閲 覧 ･ダ ウン ロー ドが できます ｡

フ▼イルV JLIQ) 暮示(沙 柵 こ入りW ツールQ) ～けQP

El荷t粒子を加速することLLtリ放射線を熊牛させる装■として手折 ~る件 (pDF匂KB)包

a知

○ 放射付司伯元素等の適切な取扱いについて(講和) (pDF13KB)負

d 放射性同位元素の絶遠物の表示に係る措ZFについて(通知) (PDF12KB)旬
EI放射性同位元素等の管理の徹底について(再議は□) (pDF66KB)笥

○ 放射線管理棚 相告様式の改定について (PDF46KB)負

EJ放射鰍 況報告様式の己史京m lて(さま式)

〇 兆5af洞爺湖サミット等開催に伴う放射惟同位元素等の管理の地底m ､て(通知)

(pDFgKB)負
t)隅電子陸斤… 法に用いられる放射性同位元素を魁道する放鵬 生装有及び合成装甘に
係る官舎脊壬納 豆(こ関する通知の発出について

○ 緊急時における連結方法の変更等にn lて (PDF131KB)簡

O r放射作同位元薫等(Ltる放射純 音の肪lトに関する法律細 山及び｢放射作同位元素

又(3枚㈱ 元素IJ つて汚染された物の工仏文Ll梯 所の外【こおける連搬(こ関する技
船上の基準に取ら細巨等を定める告示 lの胡 正等に~=いて (PDF19KB)負

l)放射脚 大泊報告IJ禁しての放A寸作同付元苛等(こ関する点は及び報告依朗に~コ.1て

EI放射作同化元莞等に関する保管軒 劃犬況の貞舶 来を打まえた安全管理の考え方について

』送配

Er放射作同化青菜等に関する保管管理の徹底に関する通知の発出について

8 PETFM 鵬 口に係る放射線杜抑 止法関係省令等の改正について
t)文鮒 学省の庁舎移転に伴うお知汚せ 注)平成19年12月3RHの最新通知をこ事照下さい.

(pDrF291KB)憤

テロ壬寸熊村保省庁全講におけるも..･IrIII.IlA 頂を踏まえた放射性同位元素等の管理の徹底にこい

卜Lp_

② ｢申請･届出等手続｣-｢手続様式｣
手 続 様 式 の 電 子 ファイル が ワー ド形 式 でダ ウンロー ドできます ｡

iフ▼イル屯)恥tpよ禾u紙に入り仏)ツール(かヘルプく沙

轡 聖 空 聖 野 望 禦 た 棚 . 肝力抑州 .ll柏 .公捌
安全事一便 によも糊 ■ による脚 N ZLgtW tJtt

■暮会8 トラブルI暮すI l14法8事■ PAID

r放射性同位元素等による放射抽障害の防止に関する法律施行規則｣手鏡
様式

I)搬式第- 放㈱ 元素･放射は報軽装芯の使用許可中計暮 (… 42KB)旬

E)様式第-中矧】瓜は式イ 密封されTいない放射作同位元兼 (vvo,i347KB)切

EJ様式第-中野は圧は式口 密封された放射作同付元奈 (vM 187KB)旬

E日脚 -中野は様式ハ 放雌 牛装q (yb,d78KB)観

EI手相 - 注 (帆brd49KB)旬

El様式巣二 放射作回付元素の借用届 (vM 99KB)哩

○ 様式第三 放射作同化元素の使用瞥ぎ届 (ybrd43KB)旬

l)様式第四 基示付惣打機器借用･任用変更届 (仙 57KB)旬

l)様式第五 放射作同付元奈の醐 ･賞貸業届 (W B8KB)旬

t)手相 六 枚㈱ 元素の醐 ･♯官業に係る変更届 (yb,d41KB)敬

古元素3Z(ユ放射作同付元蕉(謀 って汚染された物の廃柵 牛7i

イ 廃棄物埋設以外 (vM 313KB)旬

様式第七 放射t

(ybrd41KB)句

㊨ ｢FAQ｣
放 射 線 障 害 防 止 法 に よる安 全 規 制 に 関 す る賞 間 とその 回 答 が 閲 覧 できます ｡

≡77イルV JLtV A示W 柵 こ入りW ツールひ ヘルプQ9ほ7r仙人叫也 的 〝M ,'-XL.cLp/I,mnA/N'山 止血 /Tqハ261200JltrnLy.lE)1仙 川匂-14r

○原子力.放射線安全確保

巨 '手芸三悪 抑 による安全規粥 による安全粥Nl脚 ■tI.,71㌫ 品 ､ - t ･千九肘 - ･ - .-･ 1
+暮会81 ト77/JL'll暮すt q書法令書■ FA Q

放射娘障害防止法による安全規制に関する架問

放棚 専防止法による安全規制に関する1同

ElQl放射性物坪等を与声冒した壌合にtJどうすわはよいのですか ?

J)02放射はを放出する物廿を使用したいのですが､許可が必要ですか ?

o o3平成17年6月lR付の法令改正で何が変わったの~四 ~か ?

Jl04放=桐惟同位元素等使用二騒!隻において暮故13瀧 生した煉合はどうm まよいのですか ?

tIO5t放射線順 妨什法関係の申!青書柏の正本･別表の違いは?

806放棚 夜を弓トき取ってくれる業者はあるのでしょうか ?

807放棚 を体内に取り込んでしまった塊含 被(iく線tを計すするlココどうしたちょい

のですか ?

iミ ニ ご ご 輔 TtjOTi*_M 紬 ･'ltL甲 瑚 ■ _牢 什別 ､iiFnJEt 附 榊 削 L''紳




